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のまで様々であるが、全国 8,634 件(2011 年 5 月末時点)ある病院の内 66.2％は医療法人社




在の医療法（平成 19 年 4 月施行）下では、持分のない法人しか設立できない事となってい
る。 








事を目的に弱小医療法人に対して M&A を繰り返す構図がある。 
図 2-１-１-１ 運営主体別施設・病床数 
区分 運営主体 病院 施設数 病床数 
公的 国 国立大学病院 230 件(2.6％) 117,011 床(7.3％) 
公的 県立病院 県立病院 224 件(2.5％) 59,773 床(3.7％) 
公的 市立病院 市立病院 686 件(7.9％) 148,915 床(9.3％) 
公的 社会福祉法人 病院 186 件(2.1％) 33,082 床(2.0％) 
民営 学校法人 私立病院 110 件(1.2％) 55,798 床(3.5％) 
民営 医療法人 病院 5,721 件(66.2％) 852,730 床(53.6％) 
その他 厚生連・日赤等  1,477 件(17.1％) 322,142 床(20.2％) 
合計   8,634 件(100％) 1,589,451 床(100％) 
出所：医療施設動態調査(H23 年 5 末),厚生労働省データ抜粋により筆者作成 
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図 2-1-1-2 病床の種別 
病床種類 役割 病床数 必要施設 
一般病床 下記以外の入院施設 902,370 床(56.8％) 手術室・処置室・臨
床検査室等 
療養病床 長期療養患者の入院施設 331,570 床(20.9％) 機能訓練室・浴室・
談話室等 






結核病床 結核患者の入院施設 7,914 床(0.5％) 機械換気施設・感染
予防の為の遮断 
合計  1,589,451 床(100％)  










自明の事であるが 45 歳を超えたあたりから医療費負担は増加し、75 歳～79 歳をピークと
するまで医療費の負担は増加する。その後 80 歳を超えるあたりから費用は低下する。 
 









































































































































の総人口は 2006（H18 年）をピークとして右肩下がりに減尐してゆくのに比例し、64 歳
以下の人口は減尐していく予想となっているが、65 歳以上人口は昭和 20 年～21 年頃から
右肩あがりに増加している。 







図 2-1-2-3 国民医療費と対国民所得比 
 
出所：厚生労働省ホームページからの抜粋 
図 2-1-2-3 をみると現在までの国民医療費の推移が把握できる H18 年度での国民医療費
は約 33 兆円・対国民所得比率は約 9.0％を占めている。20 年前との実額ベースで約２倍・






2-1-2-4 は近年（1996 年-2010 年）の診療報酬の推移を記載している。診療報酬は医療本体
の点数と薬剤等の薬価差益に分けられる。医療本体は 2000 年の診療報酬改定から 2008 年


























してゆきたい。図 2-1-2-5 は各病床における病院数と病床数の推移である。いわゆる 19 床
以上の病床を持つ病院数は近年 20 年で減尐の一途をたどっている。病床数自体も一般病床











る。近年の推移で注目すべきは 99 床以下の病院数の急激な減尐であろう、昭和 60 年に約






































図 2-1-3-1 に医療法が医療法人の運営に与える影響をまとめる。 






















































































































































































































下記図 2-1-3-4 に病院を取り巻く環境を記載する。 
 








































































































材料費が 19.8％（内医薬品が 10.9％）、経費が 10.7％、委託費（清掃・廃棄物処置・給食














出てきているが、自治体病院においての人件費は H20 年病院管理指標によると 64.8％とな
り、民間の病院よりも約 10％もコスト高の傾向がある。 











































出所：伊東・須藤(2010)『新倒産法製 10 年を検証する』から筆者加工 






















倒産処理 法制無 任意整理 清算型 
再建型(ADR 含む) 
法制有 清算型 破産 
再建型 
民事再生法 



















































































データから参照する事ができる。図 2-2-2-1 記載のデータは民事再生法施行後の 2000 年以
降の医療機関（病院・診療所・歯科）での倒産状況を表したものである。 
 
図 2-2-2-1 法的整理による倒産件数 






破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 
2000年 6 10 16 - - 9 - - 14   20 
2001年 8 13 21 2 1 3 4 9 13 2 3 5 
2002年 6 25 31 2 4 6 2 13 15 2 8 10 
2003年 12 16 28 6 2 8 3 8 11 3 6 9 
2004年 8 27 35 4 3 7 2 13 15 2 11 13 
2005年 8 20 28 4 4 8 2 9 11 2 7 9 
2006年 5 25 30 3 2 5 1 15 16 1 8 9 
2007年 13 35 48 11 7 18 2 17 19  11 11 
2008年 9 26 35 3 4 7 4 14 28 2 8 10 
2009年 12 40 52 7 3 10 3 24 27 2 13 15 
2010年 9 32 41 5 8 13 2 14 16 2 10 12 
合計 96 269 365 47 38 94 25 136 175 18 85 123 
出所：帝国データバンク抜粋 
 
2000 年以降の民事再生施行後、医療機関が申請した破産申請合計は 269 件（病院 38 件・
診療所 136 件・医科診療所 85 件・未詳 10 件）・民事再生件数合計は 96 件（病院 47 件・
診療所 25 件・歯科診療所 18 件・未詳 6 件）となっている。 











下記図 2-2-2-2 は 2000-2009 年の医療機関毎の事業所件数推移を記載する。下記を診る限
り全事業所数に対比で病院は約 0.5％・医科診療所は約 95％・歯科診療所は約 4％の構成比
となっている。 
図 2-2-2-2 2000-2009 年の事業所件数推移 




構成比 合計 構成比 
合計 
2000 年 9,266 0.54％ 1,647,253 95.78％ 63,361 3.68％ 1,719,880 100.00％ 
2001 年 9,239 0.54％ 1,646,797 95.73% 64,297 3.74％ 1,720,333 100.00％ 
2002 年 9,187 0.54％ 1,642,583 95.67％ 65.073 3.79％ 1,716,843 100.00％ 
2003 年 9,122 0.53％ 1,632,141 95.61％ 65,828 3.86％ 1,707,091 100.00％ 
2004 年 9,077 0.53％ 1,631,553 95.57％ 66,557 3.90％ 1,707,187 100.00％ 
2005 年 9,026 0.53% 1,631,473 95.56％ 66,732 3.91％ 1,707,231 100.00% 
2006 年 8,943 0.53％ 1,626,589 95.52％ 67,392 3.96％ 1,702,924 100.00％ 
2007 年 8,862 0.52％ 1,620,173 95.48％ 67,798 4.00% 1,696,833 100.00％ 
2008 年 8,794 0.52％ 1,609,403 95.46％ 67,779 4.02％ 1,685,976 100.00% 
2009 年 8,739 0.52％ 1,601,476 95.42％ 68,097 4.06％ 1,678,312 100.00% 
出所：厚生労働省ホームページより筆者作成 
下記図 2-2-2-3 は破産申請を行った企業においてデータが取得できない 2000 年を除く約 9










図 2-2-2-3 2001-2010 年（9 年間）事業主体別破産申請割合  
 
出所：帝国データバンク資料から筆者作成 
病院 38 件 14.7％ 
医科診療所 136 件 52.5％ 
歯科診療所 85 件 32.8％ 
合計 259 件 100.0％ 
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次に下記図 2-2-2-4 は民事再生申請を行った企業においてデータが取得できない 2000 年を
除く約 9 年間（2001 年-2010 年）の割合を示したものである。 
注目すべきは、事業所件数母数比率（病院・医科診療所・歯科診療所）において、病院


























病院 47 件 52.2％ 
医科診療所 25 件 27.8％ 
歯科診療所 18 件 20.0％ 
合計 90 件 100.0％ 
26 
 








































帝国データバンク抽出の民事再生施行後 2000 年～直近までの病院(病床 20 床以上・個人経
営・法人経営含む)法的整理の全データ 94 件（民事再生法 47 件・破産 38 件・民事再生法


































図 2-2-4-1 直近の病院における破産事例 
倒産年度 法人名 形態 
2010 年 医療法人 双樹会 病院 
2010 年 医療法人 再生会 病院 
2008 年 医療法人 鋠生会 病院 
2007 年 医療法人 大淀会 病院 
2007 年 糸田川医療生活協同組合 病院 
2006 年 加藤総合病院 病院 
2005 年 医療法人 翰林会 病院 
2005 年 医療法人 ますみ会 病院 
出所：帝国データバンク 
 
図 2-2-4-2 病院における民事再生事例 
倒産年度 法人名 形態 
2010 年 医療法人 白眉会 病院 
2010 年 医療法人 光洋会 病院 
2010 年 医療法人 彌生会 病院 
2010 年 医療法人 文寿会 病院 
2009 年 医療法人 平野同仁会 病院 
2009 年 医療法人 博愛会 病院 
2009 年 医療法人 育生会 病院 
2008 年 医療法人 桜会 病院 
2007 年 医療法人 五輪橋内科病院 病院 
2007 年 医療法人 三禄会 病院 
2007 年 医療法人 陸会 病院 
2007 年 医療法人 善衆会 病院 
2007 年 医療法人 交道会しもべ病院 病院 
2007 年 医療法人 上仁会 病院 
2006 年 医療法人 同仁会 病院 
2006 年 医療法人 正崩会 病院 
2005 年 医療法人 三楡会北斗循環器病院 病院 
2005 年 浪速医療生活協同組合 病院 





図 2-2-4-3 民事再生法個別作成カードサンプル 
 
NO 1 単位：百万円
タイプ 同意再生 2008/3 2009/3 2010/3
法人格 医療法人財団 売上高 750 800 830







監督委員 ○○弁護士 病床数 94
申立代理人 ○○弁護士 種別 療養
前経営陣 ○○Dr
現経営陣 ○○Dr 一床あたり外部借入金額
民事再生手続 2007/2/7 再生前 31.53 百万円
民事再生終了 2007/5/13 再生後 未詳 百万円
債権者数 1
有利子負債 2,964 売上高外部借入比率
確定債権 564(別除権除く) 再生前 3.95 倍











各調査データの調査頄目詳細については下記図 2-2-4-4 に説明を記載。 
 
図 2-2-4-4 調査頄目 
調査頄目  （再生前） （再生後） 備考 
再生債権額 （単位：百万円） 再生債権弁済率  
別除権額  （単位：同上） 別除権弁済率  
有利子負債額（単位：同上） 有利子負債額 リース債権除く 
リース債権額（単位：同上） リース債権弁済率  
優先債権額 （単位：同上） 優先債権弁済率  
一般債権額 （単位：同上） 一般債権弁済率  


































































































上記記載の医療法人における運営かつ 20 床以上の病院の破産申請は 2000 年-2010 年にお
いて個人・法人合計で 38 件記録されている。その中で法人運営の病院において企業名が公





























運営施設 規模 病床種別 備考 
病院 80 床 一般病床 脳神経外科に注力 
クリニック 外来のみ   
 
 







医療法人 A の沿革 
19XX 年 10 月 理事長 A 氏により創業 
19XX 年 医療法人化 
20XX 年 建築費 20 億の病棟の建替を実施 
20XX 年 医療法人 AB を買収 
20XX 年 10 月末 医療法人 A が手形不渡り 
20XX 年 11 月末 医師・看護師への給与未払発生 
20XX 年 12 月 手形決済に不能で医療法人 A が破産申立 
20XX 年１月上旪 職員および患者に対し休診予定を通知 
20XX 年１月中旪 医療法人 A クリニックの閉鎖 
20XX 年 1 月 医療法人 AB の民事再生法申請 
20XX 年 3 月 医療法人 A 病院の休診 
20XX 年 3 月 医療法人 A 病院の休止届の提出 








20XX 年 医療法人 AB の買収計画を持ちかけられる。医療法人 A は現状の経常的な経営難
を打開すべく病床を増床する事を希望していた。しかし同エリアの地域医療計画では新規
に病床を増床する事は不可能である事から、医療法人 AB の買収計画には今後の医療法人 A
の将来を掛けた投資として前向きであった様子である。地元金融機関から 750M の資金調
達を行い医療法人の出資持分の売買代金として一部 420M の支払後、売買契約を締結。そ
の後医療法人 AB の瑕疵を確認した段階で残債 330M の支払を計画していた。しかし医療
法人 AB について事前のデューデリジェンスは十分な状態ではなく看護士の簿外退職金が
多額に存在しており、医療法人 A は売買代金の残債 330M の支払を行わなかった。医療法











































医療法人理事長 A 氏個人連帯保証 
医療法人    B 法人連帯保証 
医療法人 B 理事長は退任 











医療法人 A の破産申立後の対応 
20XX 年 1 月のクリニック閉鎖時点で 37 人いた入院患者全員を地元医師会・周辺病院の協
力により 20XX 年同月 16 日までに転院もしくは退院。20XX 年同月 31 日付けで外来診療
を中止している。 
なお、医療法人 B は医療法人 A が売買代金 750M の資金調達時において連帯保証人となっ

































第３項 医療法人 Bのケース(破産・事業譲渡) 
 
法人概要 




スを提供。近年では 20XX 年に病院における新築工事が終了。病棟完成後約 9 カ月で病床
稼働率は 8 割を超えておりまずまずの稼働である。 
 
運営施設 
運営施設 規模 病床種別 備考 
病院 95 床 療養病床 7 診療科 
老人保健施設 81 床   
通所リハ 定員 70 名   
眼科診療所 外来のみ   
歯科診療所 外来のみ   
居宅介護支援事業所    
訪問看護ステーション    
 
業績（直近 3 カ年の業績）                  単位：百万円 
 2004/3 2005/3 2006/3 
医療収入 1,323 1,315 1,353 
医業利益 157 120 130 
経常利益 135 102 104 
資産の部 2,064 2,016 3,338 
負債の部 1,662 1,542 2,796 
自己資本 401（19.4%） 474（23.5%） 541（16.2%） 
 
医療法人 B の沿革 
19XX 年 7 月 医療法人 B を設立。 
19XX 年 7 月 介護老人保健施設・整形外科診療所・通所リハビリステーションを設
立 
20XX 年 6 月 社会保険事務局 および福祉保健部長寿社会科の合同監査が入る。 
20XX 年 7 月 病院を新築 
37 
 
20XX 年 11 月 介護老人保健施設を増築 
20XX 年 2 月 歯科診療所について保険医療機関の指定取り消し 
20XX 年 3 月 病院について保険医療機関の指定取り消し、と同時に理事長 B 氏、及
び３名の勤務医について５年間保険医登録を取り消す処分が行われ
る。 
20XX 年 3 月末 医師・看護についての給与未払発生 
20XX 年 4 月 医療法人 B が地裁地元支部に破産を申し立て。 
同日 従業員約 150 名の解雇 
同日 開始決定、破産管財人が一部の職員を再雇用(80 名弱) 
20XX 年 4 月 医療審議会が BC への 95 床の開設許可を与える。 
20XX 年 6 月 医療法人 B が 7 事業所すべてを事業譲渡、病院を含めた 7 事業所すべ
てで BC が運営を開始。 
20XX 年 7 月 第一回債権者集会を開催 










7,502 万円の診療報酬の返還請求を行っている。その後 20XX 年 2 月に歯科診療所について
保険医療機関の取り消し、20XX 年 3 月には病院について保険医療機関の指定を取り消すと
同時に B 理事長及び 3 名の常勤医について 5 年間の保険医登録の取り消し処分を行った。
法人常勤における保険医取り消し処分により継続不能となった医療法人は 20XX 年 4 月付
けで破産申し立て、同日付で開始決定を受けている。 
 
図:3-1-3-1 破産申立時の時価評価バランスシート            単位：百万円 
資産の部 負債の部 
現金預金 407 買掛金 76 
売掛金(診療報酬) 220 長期借入金 3,014 
その他 8 短期借入金 384 
流動資産計 635 税金 25 
 建物 581 リース 127 
38 
 
 土地 174 財団債権 6 
 その他 6 一般債権 1 
固定資産計 761 労働債権 292 
 その他 12 その他 75 
無形固定資産計 12   
資産の部合計 1,408 負債の部合計 4,000 





































































    医療法人 B 































































































































































 2,000 年の施行後、病院(病床 20 床以上・個人経営・法人経営含む)の民事再生申請件数
























精神科・神経科の｢新 C 病院｣、アルコール依存症治療専門の「新 C 病院 分院｣、そして指




名称 規模 病床種別 備考 
新 C 病院 
新 C 病院分院 
新 C 記念病院 
444 床 精神 291 名 
アルコール 63 名 
介護療養 90 名 
外来  
内科・精神科・神経科 
居宅介護支援事業所    
 
法人沿革 
19XX 年 6 月 地元に旧 C 病院開設 
19XX 年 1 月 医療法人 C として医療法人化 
19XX 年 新 C 病院分院（北館）完成 
19XX 年 第二分院・体育館完成 
19XX 年 2 月 本館移転 
19XX 年 9 月 琵琶湖保養所購入 
19XX 年 5 月 社宅完成・屋久保養所購入 
19XX 年 12 月 不動産購入 
19XX 年 5 月 不動産売却 
19XX 年 10 月 増築工事完成 
19XX 年 12 月 新 C 病院へ名称変更 
20XX 年 4 月 介護療養型施設を併設 
20XX 年 6 月 従業員賞与 5％カット･従業員の退職 
20XX 年 7 月 別館アルコール病棟休止 
20XX 年 3 月 現理事長が理事長就任 
20XX 年 5 月 新 C 病院を統合（分院と統合）。建築費 1.5 億 
45 
 
20XX 年 1 月 薬品業者・給食業者への滞納発覚 
20XX 年 6 月 小切手１回目不渡り 
20XX 年 7 月 民再手続き開始申立 
20XX 年 11 月 民事再生計画提出 
20XX 年 11 月 民事再生計画再生計画認可 
20XX 年 3 月 再生計画終了 
 
直近 3 カ年 BS                            単位：百万円 
 20X1/3 期 20X2/3 期 20X3/3 期 備考 
 現金・預金 170 90 94  
 売掛金 278 321 367  
流動資産計 484 450 494  
 建物 2,938 2,937 3,163  
 土地 1,094  1,094 1,093  
減価償却累計 △2,271 △2,326 △2,342  
固定資産計 2,047 2,117 2,134  
投資計 108 131 725 理事長向け貸付 
資産の部合計 2,639 2,698 3,354  
 買掛金・未払 78 147 108  
 短期借入金 65 37 50  
流動負債計 161 205 217  
 長期借入金 1,581 1,615 2,199  
固定負債計 1,606 1,635 2,286  
資本計 872（33.0%） 857（31.7%） 851（25.3%）  
負債の部合計 2,639 2,698 3,354  
直近 3 カ年 PL                            単位：百万円 
 2005/3 期 2006/3 期 2007/3 期 備考 
医業収入 1,879 1,993 2,234  
 給与費 894 963 1,158 07 年退職金増加 
 材料費 421 459 476  
経費 415 449 482  
 減価償却費 60 55 55  
医業利益 89 67 63  
 支払利息 53 77 67  
経常利益 31 2 △2  
46 
 
税後利益 23 13 8  
C/F 83 68 63  
EBITDA 144 134 120  
 
民事再生に至る経緯 




 20XX 年 5 月 医療法人 CD に関するＭ＆Ａ 
売買代金 17 億、手付金 1 億、弁護士費用 0.8 億支払後破談 
 20XX 年 6 月 理事長知人への貸付 3 千万円後逃亡 
 20XX 年 8 月 事務長が土地購入 1.5 億 
 20XX 年 10 月 事務長が土地購入 1.45 億 
 20XX 年 1 月 事務長が老健用土地購入 0.1 億 










 債権者数 総額 
再生債権 77 名 370 百万円 
10 万円以上 50 名  
10 万円以下 20 名  
未詳 7 名  
２．弁済方法 
元本 10 万円以上＝90%に相当する元本・利息について免除、開始決定以降の利息は免除 
         10 万円は一カ月以内、残額は 10 年弁済、毎年 1 月末支払 
元本 10 万円以下＝開始決定以降の利息は免除 



































































































名称 規模 病床種別 備考 
D 病院 54 床 一般 外科・整形外科 
老人介護保険施設    
 
直近業績                             単位：百万円 
 20XX/3 20X1/3 20X2/3 
売上高 844 967 1,016 
利益 33 88 79 
 
法人沿革 
19XX 年 12 月 創業・法人化 
20XX 年 老人介護保険施設を新設 
20XX 年 1 月 監督命令 
20XX 年 2 月 民事再生手続き開始 
20XX 年 10 月 再生裁判所事業譲渡に対する許可 
20XX 年 11 月 民事再生計画提出 
20XX 年 3 月 老人介護保険施設事業譲渡 
20XX 年 1 月 債権者集会 



















は社会福祉法人 DE に譲渡する（20XX 年 10 月再生裁判所事業譲渡許可）。譲渡に関しては
社会保険診療報酬支払基金理事長・関東甲信越厚生局長・知事の承諾、再生債務者及び定
款変更に関する県知事許可、債権者となる独立行政法人福祉医療機構の免責的債務引受に


















































































































































































当該法人は 19XX 年 6 月に医療法人社団 DE 病院として設立。その後現理事長が買収す
ると同時に名称変更し医療法人 EE に変更、その後追加で買収した病床許可枠付きの法人格、
に合わせ法人名を医療法人 E に変更。 
理事長は国立医科大学卒、３病院を歴任後医療法人 EE 病院理事長に M&A で就任。 
 20XX年5月に開設した新病院についてはガン検診を主体としたＰＥＴ（陽電子画像装置）
による検診を展開、設備投資 23 億円、運転資金 5 億円を調達している。 
 
運営施設 
名称 規模 病床種別 備考 
病院 86 床 一般 診療科目 9 科目 
新病院 84 床 一般 診療科目 7 科目 
法人沿革 
19XX 年 6 月 前理事長が医療法人社団 DE として設立 
19XX 年 4 月 現理事長が同医療法人を買収、医療法人 EE に名称変更 
20XX 年 3 月 医療法人 E に名称変更 
20XX 年 4 月 新病院設立許可 
20XX 年 6 月 新病院にて労災指定病院に認定を取得 
20XX 年 6 月 一回目の債務支払遅延 
同月 二回目の債務支払遅延 
20XX 年 7 月 三回目の債務支払遅延 
20XX 年 8 月 新病院にて病院構造設備使用許可取得 
20XX 年 9 月 再生手続き開始申立 
同月 保全命令 
20XX 年 12 月 医療法人 EF に事業譲渡 
同月 医療法人 E を清算 









画では 20XX 年 2 月以降段階的に開院、同年６月の全面開院を経て 20X１年 3 月期に売上
高 27.5 億・経常利益△1.6 億、20X2 年 3 月期に売上高 36.6 億・経常利益△1.0 億、20X3
年 3 期 42 億、経常利益 0.2 億で黒字転換という計画を立てていた。 
 しかし新病院の立ちあがりは PET 施設に対する文部科学省の施設許可取得が当初計画よ
りも３カ月遅れ OPEN までさらに 3 カ月、合計 6 ヶ月の計画遅延により追加運転資金が約
12 億必要と算出された。主力取引薬品会社、リース会社等に対しての約 1 年のリスケジュ
















債権者総数 75 名 
確定債権総額 5,137 百万円 
 内訳 元本 4,017 百万円 
 利息・損害金 120 百万円 
元本 2,326 万円以上の再生債権＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に元本の 4.3%に相当 
               する金額を一括して弁済する。 
元本 100 万円以上-2,326 万円 ＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に 100 万円を一括 
の再生債権         して弁済する。 
元本 100 万円以下の再生債権 ＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に元本全額を一括 












20XX 年 4 月までに発生した共益債権の内未払いのものは以下の通りである。 
債権者    地方銀行 
債権額    470 百万円 
債権発生原因 診療報酬債権に対する譲渡担保権の解除により再生債務者に返還した診療 
       報酬。この債権については再生計画認可決定後速やかにその 4.3%に相当 










































































































































１．利害調整の円滑化機能    （公正・中立的な第三者） 
２．資金支援機能        （ファンド機能） 
３．プロフェッショナル人材の派遣（ハンズオンによる専門家の助言） 
４．税負担の軽減機能      （債務免除・資産評価損・再生途中への税負担無） 
５．債務者区分の改善      （貸出条件緩和債権からの除外） 
 












第１項 医療法人 養生院のケース 
 
１．概要 
対象    ：医療法人養生院 
連名申込人 ：株式会社 横浜銀行 



























住所    ：神奈川県鎌倉市小町二丁目 13-7号 































・対象事業者の対象債権の元本総額   2,493百万円（A） 
・うち買取に関わる債権の元本額    470百万円 （B） 
・うち対象事業の再生計画にしたがって管理、または処分することについて 

















































































第２項 医療法人 全人会のケース 
 
１．概要 
対象    ：医療法人 全人会 
連名申込人 ：東京チャレンジファンド 
















住所    ：東京都調布市国領町五丁目 31番 1番地 












































































24 億円に対して 8 億円弁済 








第３項 財団法人 大原綜合病院のケース 
 
１．概要 
対象    ：財団法人大原綜合病院 
連名申込人 ：株式会社 東邦銀行 
買取申込期間：2011 年 2 月 10 日（木）から 2011 年 2 月 23 日（水）まで 
回収停止要請：法 27 条第１頄に基づき「関係金融機関等」に対して買取申込み等期間の満 
       了までの間、対象事業者に対し債権の回収その他債権者としての権利行使 









































利子負債が 97 億円（1993 年 3 月期）まで拡大し医業利益も▲９億円（1991 年 3 月期）ま
で大きく落ち込んだ。 
 東邦銀行は 1991 年に当法人に対し収益確保と組織強化の検討を要請、その結果創業者一
族が理事を退任し東邦銀行から理事及び財団運営幹部を派遣した。また 1994 年高田厚生病
院から新理事長が招聘され現在に至っている。 













対象事業者は対象債権総合 7,254 百万円の内 6,000 百万円の債権放棄の依頼（DES 含む） 
･対象事業者の対象債権の元本総額 7,254 百万円（A） 
･うち買取に関わる債権の元本額  3,637 百万円（B） 
･うち再生計画に従って管理または処分することについて同意された債権元本 





















































































対象 創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債権カット 破産時資産 破産時負債 破産時債務超過







対象 理由 創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債権カット 再生債権弁済率 別除権 リース債権 共益債権 一般優先
医療法人 患者減少 1981 ケアミックス 350 有（院長） 無 有 0.04% 別途 未詳 未詳 未詳
医療法人D 増築・改築失敗 1996 一般 54 無 事業譲渡 有 20.00% 別途 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
医療法人 詐欺 1987 一般 187 無 無 有 20.00% 別途 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
医療法人E 増築・改築失敗 1989 一般 170 有（清算） 事業譲渡 有 4.30% 別途 未詳 随時弁済 随時弁済
医療法人 グループ連鎖倒産 1981 療養 94 無 無 有 19.03% 別途 一括弁済 随時弁済 随時弁済
医療法人 グループ連鎖倒産 1966 精神 296 無 無 有 未定 未定 未定 随時弁済 随時弁済
医療法人C M&A失敗 1976 精神 444 無 無 有 10.00% 未定 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
AVE 227.9 12.23%  
 
対象 再生後返済期間 スキーム 手続開始⇒再生計画認可 再生計画認可⇒終了 備考 監督命令 再生手続開始 再生計画認可 再生計画終了 同意再生
医療法人 総額弁済1.7Mのみ 未詳 約１カ月 同意再生 2006/12/22 2006/12/25 2007/2/9 2007/2/9
医療法人D 10年間 スポンサー型 約11カ月 約3年 終了 2007/1/30 2007/2/21 2008/1/30 2011/3/22
医療法人 5年均等払い 自主再建型 約2年2カ月 約2年4カ月 終了 2003/10/23 2003/11/19 2006/1/30 2008/5/19
医療法人E 一括弁済 清算型 約8カ月 約1年8カ月 終了 2003/9/17 2003/10/21 2004/6/11 2006/2/27
医療法人 10M×6年・7年後504M一括弁済 自主再建型 約1カ月 同意再生 2007/2/1 2007/2/7 2007/3/12 2007/5/13 2007/3/12
医療法人 未詳 自主再建型 約1年 継続中 2010/1/27 2010/2/2 2011/2/3
医療法人C 20M×9年 自主再建型 約5カ月 約2カ月 終了 2007/7/17 2007/12/27 2008/3/9







創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債務カット 債権合計弁済率
1951 ケアミックス 198 有（退職金放棄) 無 有 56.7%
1958 療養 167 有（退職金放棄) 有(法人) 有 32.9%








法人名 再生前 再生後 再生前 再生後 支援決定 買取決定 終了
養生院 10.8 7.3 1.2 0.7 2010/7/7 2011/9/10 -
全人会 14.6 0.2 1.6 0.5 2010/8/24 2011/10/1 2011/3/31
大原総合病院 20.0 2.9 0.8 0.1 2011/2/10 2011/2/24 -
AVE 15.1 3.5 1.2 0.5
スケジュール一床当たり外部借入 売上高外部借入倍率
単位：百万円 単位：倍










































































図 5-2-1 病院から見たメリット・デメリット 




































































































































 上記の２点において、事業再生 ADR は機構（時限立法）と同様の機能を永続的に提供す

















































































・弁護士住田昌弘（2011）『事業再生 ADR の実務』社）金融財政事情研究会 
・厚生労働省医政局委託(委託先 株式会社日本経済研究所)平成 21 年度病院経営管理指標 
・帝国データバンク『全国企業倒産集計』 
・その他関連新聞記事、ホームページ 
